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第１８号議案説明資料 

芦屋市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料等に関する条例新旧対照表 

（下線部分は，改正部分） 

改正案 現 行 

別表第1（第3条関係） 別表第1（第3条関係） 

1 満3歳以上の支給認定子どもで教育の提供を受けるものの保育

料 

1 満3歳以上の支給認定子どもで教育の提供を受けるものの保育

料 

各月初日における支給認定子どもの属する世帯

の階層区分 

保育料（月額） 

階層区分 定義 

A 生活保護世帯等 0円

B A階層を除き，当該年度分（4月から8

月までの月分の保育料については前年

度分。以下同じ。）の市町村民税所得

割非課税世帯 

2,000円

C1 A階層及びB階層を除き，

当該年度分の市町村民

税所得割の額が次の区

分に該当する世帯 

77,100円以下 6,500円

C2 77,101円以上2

11,200円以下

10,000円

C3 211,201円以上

301,000円以下

12,000円

C4 301,001円以上 15,000円

各月初日における支給認定子どもの属する世帯

の階層区分 

保育料（月額） 

階層区分 定義 

A 生活保護世帯等 0円

B A階層を除き，当該年度分（4月から8

月までの月分の保育料については前年

度分。以下同じ。）の市町村民税所得

割非課税世帯 

2,000円

C1 A階層及びB階層を除き，

当該年度分の市町村民

税所得割の額が次の区

分に該当する世帯 

77,100円以下 6,500円

C2 77,101円以上2

11,200円以下

10,000円

C3 211,201円以上

301,000円以下

12,000円

C4 301,001円以上 15,000円

2 満3歳以上の支給認定子どもで保育の提供を受けるものの保育

料 

2 満3歳以上の支給認定子どもで保育の提供を受けるものの保育

料 

各月初日における支給認定子どもの属する世

帯の階層区分 

保育料（月額） 各月初日における支給認定子どもの属する世

帯の階層区分 

保育料（月額） 
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改正案 現 行 

階層区分 定義 保育標準時

間 

保育短時

間 

A 生活保護世帯等 0円 0円

B A階層を除き，当該年度分の市町村

民税所得割非課税世帯 

5,000円 4,900円

C1 A階層及びB階層を除

き，当該年度分の市

町村民税所得割の額

が次の区分に該当す

る世帯 

48,600円未満 9,000円 8,800円

C2 48,600円以上6

7,500円未満 

13,500円 13,200円

C3 67,500円以上9

7,000円未満 

22,000円 21,600円

C4 97,000円以上1

25,500円未満 

28,000円 27,500円

C5 125,500円以上

169,000円未満

30,000円 29,400円

C6 169,000円以上

251,000円未満

32,500円 31,900円

C7 251,000円以上

301,000円未満

34,000円 33,400円

C8 301,000円以上

397,000円未満

37,000円 36,300円

C9 397,000円以上 41,000円 40,300円

階層区分 定義 保育標準時

間 

保育短時

間 

A 生活保護世帯等 0円 0円

B A階層を除き，当該年度分の市町村

民税所得割非課税世帯 

5,000円 4,900円

C1 A階層及びB階層を除

き，当該年度分の市

町村民税所得割の額

が次の区分に該当す

る世帯 

48,600円未満 9,000円 8,800円

C2 48,600円以上6

7,500円未満 

13,500円 13,200円

C3 67,500円以上9

7,000円未満 

22,000円 21,600円

C4 97,000円以上1

25,500円未満

28,000円 27,500円

C5 125,500円以上

169,000円未満

30,000円 29,400円

C6 169,000円以上

251,000円未満

32,500円 31,900円

C7 251,000円以上

301,000円未満

34,000円 33,400円

C8 301,000円以上

397,000円未満

37,000円 36,300円

C9 397,000円以上 41,000円 40,300円

3 満3歳未満の支給認定子どもで保育の提供を受けるものの保育

料 

3 満3歳未満の支給認定子どもで保育の提供を受けるものの保育

料 

各月初日における支給認定子どもの属する世

帯の階層区分 

保育料（月額） 各月初日における支給認定子どもの属する世

帯の階層区分 

保育料（月額） 
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改正案 現 行 

階層区分 定義 保育標準時

間 

保育短時

間 

A 生活保護世帯等 0円 0円

B A階層を除き，当該年度分の市町村

民税所得割非課税世帯 

5,500円 5,400円

C1 A階層及びB階層を除

き，当該年度分の市

町村民税所得割の額

が次の区分に該当す

る世帯 

48,600円未満 9,500円 9,300円

C2 48,600円以上6

7,500円未満 

15,000円 14,700円

C3 67,500円以上9

7,000円未満 

25,500円 25,000円

C4 97,000円以上1

25,500円未満 

35,500円 34,800円

C5 125,500円以上

169,000円未満

43,500円 42,700円

C6 169,000円以上

251,000円未満

54,500円 53,500円

C7 251,000円以上

301,000円未満

60,000円 58,900円

C8 301,000円以上

397,000円未満

71,000円 69,700円

C9 397,000円以上 89,000円 87,400円

階層区分 定義 保育標準時

間 

保育短時

間 

A 生活保護世帯等 0円 0円

B A階層を除き，当該年度分の市町村

民税所得割非課税世帯 

5,500円 5,400円

C1 A階層及びB階層を除

き，当該年度分の市

町村民税所得割の額

が次の区分に該当す

る世帯 

48,600円未満 9,500円 9,300円

C2 48,600円以上6

7,500円未満 

15,000円 14,700円

C3 67,500円以上9

7,000円未満 

25,500円 25,000円

C4 97,000円以上1

25,500円未満

35,500円 34,800円

C5 125,500円以上

169,000円未満

43,500円 42,700円

C6 169,000円以上

251,000円未満

54,500円 53,500円

C7 251,000円以上

301,000円未満

60,000円 58,900円

C8 301,000円以上

397,000円未満

71,000円 69,700円

C9 397,000円以上 89,000円 87,400円

備考 備考 

1～6 （省略） 1～6 （省略） 

7 これらの表の規定にかかわらず，生計を一にする世帯に属する

子どもが支給認定子どものみである場合並びに生計を一にする

7 これらの表の規定にかかわらず，生計を一にする世帯に属する

子どもが支給認定子どものみである場合並びに生計を一にする
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改正案 現 行 

世帯において，支給認定子ども及び次の各号（法第19条第1項第

2号又は第3号に規定する小学校就学前子どもに係る保育料を決

定する場合にあっては，第1号を除く。）のいずれかに該当する

者がいる場合の保育料は，これらの者のうち最年長のもの（以

下この項において「第1子」という。）を除く最年長のもの（以

下この項において「第2子」という。）が支給認定子どもである

場合にあっては同表に規定する保育料の5割の額（10円未満の端

数がある場合は，これを切り捨てた額）とし，第3子以降の者（第

1子及び第2子以外の者をいう。）が支給認定子どもである場合

にあっては0円とする。 

世帯において，支給認定子ども及び次の各号（法第19条第1項第

2号又は第3号に規定する小学校就学前子どもに係る保育料を決

定する場合にあっては，第1号を除く。）のいずれかに該当する

者がいる場合の保育料は，これらの者のうち最年長のもの（以

下この項において「第1子」という。）を除く最年長のもの（以

下この項において「第2子」という。）が支給認定子どもである

場合にあっては同表に規定する保育料の5割の額（10円未満の端

数がある場合は，これを切り捨てた額）とし，第3子以降の者（第

1子及び第2子以外の者をいう。）が支給認定子どもである場合

にあっては0円とする。 

(1) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第1条に規定する小学

校，同法第49条の5に規定する義務教育学校の前期課程又は同

法第76条第1項に規定する特別支援学校の小学部の第1学年か

ら第3学年までに在籍する子ども（第3学年の終わりの日まで

に満9歳に達する子どもに限る。） 

(1) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第1条に規定する小学

校又は同法第76条第1項に規定する特別支援学校の小学部の

第1学年から第3学年までに在籍する子ども（第3学年の終わり

の日までに満9歳に達する子どもに限る。） 

(2)～(5) （省略） (2)～(5) （省略） 

8 （省略） 8 （省略） 
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